
事 業 概 況 （令和３年２月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

令和２年度労災保険業務機械処理の令和３年２月末現在における保険給付支払総額は 6,965億円で、前年同期に比べて

3.2％減となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が 3,406億円で 48.9％と最も大きく、次いで療養補償給

付が 2,228億円で 32.0％を占めている。以下、休業補償給付が 12.8％、障害補償一時金が 3.9％、介護補償給付が 1.1％、

遺族補償一時金が 0.9％、葬祭料及び二次健康診断等給付がそれぞれ 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、介護補償給付が 5.1％増、葬祭料が 1.8％増、遺族補償一時

金が 0.4％増、休業補償給付が 0.0％同水準となっているのに対し、二次健康診断等給付が 11.6％減、年金等給付が 5.1％

減、療養補償給付が 2.2％減、障害補償一時金が 0.5％減となっている。（第１表） 

 

 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 2,148 億円で 30.8％、「建設事業」が 1,992 億円で

28.6％、「製造業」が 1,648億円で 23.7％となっている。以下、「運輸業」が 11.0％、「鉱業」が 3.3％、「林業」が 1.7％、

「船舶所有者の事業」が 0.4％、「漁業」が 0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「その他の事業」が 0.0％同水準となっているのに対し、「電気、

ガス、水道又は熱供給の事業」が 10.1％減、「鉱業」が 9.5％減、「漁業」が 6.4％減、「製造業」が 5.6％減、「林業」が

4.3％減、「建設事業」が 4.2％減、「運輸業」が 2.0％減、「船舶所有者の事業」が 1.4％減となっている。（第２表） 

 

 

 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 719,818,095 100.0 1.2 696,490,703 100.0 3.2 △    

療 養 補 償 給 付 227,856,507 31.7 0.3 △    222,781,262 32.0 2.2 △    

休 業 補 償 給 付 89,436,242 12.4 0.2 △    89,428,959 12.8 0.0

障 害 補 償 一 時 金 27,454,886 3.8 0.3 27,307,270 3.9 0.5 △    

遺 族 補 償 一 時 金 6,177,921 0.9 11.2 △   6,204,854 0.9 0.4

葬 祭 料 1,694,815 0.2 10.2 △   1,725,704 0.2 1.8

介 護 補 償 給 付 6,965,663 1.0 17.5 7,322,507 1.1 5.1

年 金 等 給 付 358,914,494 49.9 2.7 340,555,572 48.9 5.1 △    

二 次健 康診 断等 給付 1,317,566 0.2 14.3 1,164,575 0.2 11.6 △   

(注1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。

(注2) 本表の数値は、金額は百の位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っている（以下、各表同じ）。
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第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況



 

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が 1,873億円で 55.0％と最も大きく、次いで障害補

償年金 1,294億円で 38.0％、傷病補償年金が 239億円で 7.0％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 1,120億円で 32.9％、「製造業」が 966億円で 28.4％、

「その他の事業」が 694億円で 20.4％となっている。以下、「運輸業」が 10.9％、「鉱業」が 4.7％、「林業」が 1.8％、「漁

業」が 0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.3％、「船舶所有者の事業」が 0.2％となっている。（第３表） 

 

 

 

 

 

 

区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 719,818,095 100.0 1.2 696,490,703 100.0 3.2 △    

林 業 12,043,945 1.7 1.6 △    11,521,496 1.7 4.3 △    

漁 業 2,199,757 0.3 0.1 △    2,059,400 0.3 6.4 △    

鉱 業 25,495,673 3.5 3.3 △    23,072,210 3.3 9.5 △    

建 設 事 業 207,824,144 28.9 2.2 199,183,428 28.6 4.2 △    

製 造 業 174,526,254 24.2 0.8 164,768,658 23.7 5.6 △    

運 輸 業 78,101,159 10.9 1.6 76,575,318 11.0 2.0 △    

電 気 、 ガ ス 、 水 道
又 は 熱 供 給 の 事 業 1,721,134 0.2 3.1 △    1,547,135 0.2 10.1 △   

そ の 他 の 事 業 214,911,512 29.9 1.4 214,810,579 30.8 0.0

船 舶 所 有 者 の 事 業 2,994,517 0.4 1.7 △    2,952,479 0.4 1.4 △    

第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和元年度　2年2月末 令和2年度　3年2月末

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率

令和2年度　3年2月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合 計

　業　種 年 金 年 金 年 金 （ 年金等給付 ）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 129,395,661 187,266,418 23,893,493 340,555,572 100.0

林 業 1,755,776 4,067,390 273,002 6,096,168 1.8

漁 業 326,402 1,065,658 27,314 1,419,374 0.4

鉱 業 1,507,030 11,899,753 2,653,016 16,059,798 4.7

建 設 事 業 35,343,797 67,961,301 8,695,488 112,000,587 32.9

製 造 業 47,503,844 44,720,429 4,406,462 96,630,735 28.4

運 輸 業 14,016,482 21,058,288 2,140,212 37,214,981 10.9

電 気 、 ガ ス 、 水 道
又 は 熱 供 給 の 事 業 233,905 656,849 62,230 952,983 0.3

そ の 他 の 事 業 28,469,363 35,321,066 5,585,505 69,375,934 20.4

船 舶 所 有 者 の 事 業 239,062 515,684 50,264 805,011 0.2

構 成 比 38.0% 55.0% 7.0% 100.0% －

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

構成比



 

保 険 料 

 

  令和２年度労災保険業務機械処理の令和３年２月末現在における保険料徴収決定済額は 8,763億円で、前年同期に比べ

て 1.0％増となっている。保険料収納済額は 8,455億円で、前年同期に比べて 0.5％増となっている。また、収納率につい

てみると 96.5％となっており、前年同期に比べて 0.6ポイント下回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 4,264億円で 48.7％と最も大きく、次いで、「建設

事業」が 1,865 億円で 21.3％、「製造業」が 1,609 億円で 18.4％、を占めている。以下、「運輸業」が 8.8％、「船舶所有

者の事業」が 1.5％、「林業」が 0.6％、「鉱業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ 0.3％、「漁業」が

0.2％となっている。（第４表） 

 

 

 

区　分　

令和元年度 令和2年度 令和元年度 令和2年度 令和元年度 令和2年度

　業　種 2年2月末 3年2月末 2年2月末 3年2月末 2年2月末 3年2月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 867,239,875 876,263,171 100.0 1.0 841,681,203 845,498,504 100.0 0.5 97.1 96.5

林 業 5,489,129 5,555,722 0.6 1.2 5,325,923 5,418,690 0.6 1.7 97.0 97.5

漁 業 1,964,837 1,854,227 0.2 5.6 △   1,887,629 1,785,275 0.2 5.4 △   96.1 96.3

鉱 業 2,670,717 2,606,723 0.3 2.4 △   2,417,919 2,417,544 0.3 0.0 90.5 92.7

建 設 事 業 186,110,381 186,451,698 21.3 0.2 173,298,757 174,335,700 20.6 0.6 93.1 93.5

製 造 業 163,850,922 160,925,451 18.4 1.8 △   161,051,104 157,775,038 18.7 2.0 △   98.3 98.0

運 輸 業 76,233,344 77,192,549 8.8 1.3 73,722,898 73,133,579 8.6 0.8 △   96.7 94.7

電気、ガス、 水道
又は熱供給の 事業 2,250,193 2,248,139 0.3 0.1 △   2,245,318 2,247,822 0.3 0.1 99.8 100.0

そ の 他 の 事 業 415,249,338 426,380,297 48.7 2.7 408,703,909 415,949,952 49.2 1.8 98.4 97.6

船舶所有者の 事業 13,421,015 13,048,364 1.5 2.8 △   13,027,746 12,434,905 1.5 4.6 △   97.1 95.3

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況
保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率

構成比
対前年
同　期

増減率

構成比
対前年
同　期

増減率


